
 東広島市社協だより
ふれあい vol. 216

2022. 6. 1

Social Welfare in Higashihiroshima

～地域共生社会の実現に向けて～
第４次地域福祉活動計画を策定しました

「地域福祉活動計画」は、市の「地域福祉計画」と一体的に策定し、高齢になって
も障がいがあっても、子どもから高齢者まで、誰もがいつまでも安心して暮らし
続けることができるまちであるために、一人ひとり、また地域全体でどのような
取組みが必要かを協議し、住民主体、官民協働で推進していくための計画です。

特集



　今日、人口減少や少子高齢化の進展、地域のつながりの希薄化など、世帯を取り巻く社会環境は大き
く変化し、社会的孤立やダブルケア、8050問題など既存の福祉制度では対応が困難な複合的課題や生活
課題が顕著化しています。また、新型コロナウイルス感染症による経済への影響等により、離職者や生
活困窮世帯からの相談が増加しており、今後も継続した相談支援が求められます。
　令和４年度は、“つながり 気づき 支え合う みんなが主役の地域を目指して”を基本理念とする「第４
次地域福祉活動計画」の初年度として、東広島市及び地域の関係機関・団体と連携して、地域共生社会
の実現に向けた取り組みをさらに推進するとともに、ウィズコロナの視点を持った感染症対策を講じつ
つ、地域福祉を推進する中核機関としての役割を果たすための事業を積極的に行ってまいります。

1 地域共生社会の実現
　  　本市における地域共生社会の実現を図るため、東広島市をはじめ様々な機関・団体等と連携し、地域の

見守り・支え合い活動の推進や活動の場づくり、包括的な相談支援体制づくりを行います。また、包括的
支援体制の整備を推進するため、①多職種連携、②地域調整、③エリア担当の３分野のコミュニティソーシャ
ルワーカー（CSW）を配置し、地域共生社会の構築を目指します。

　① 多機関連携CSW
　  　  　地域共生相談窓口（HOTけんステーション）において、相談者や市相談窓口を含む相談支援機

関が抱える生活課題の把握を行い、課題解決に向けた連絡調整等を行います。
　② 地域調整CSW
　  　  　各日常生活圏域の状況を集約し、市と情報共有を図るため、エリア担当CSW並びに生活支援コー

ディネーターへの支援や補助、研修会の開催等の企画を行います。
　③ 【拡充】エリア担当CSW
　  　  　住民に身近な圏域において、住民が主体的に地域生活課題を把握し、解決を試みる環境づくりを

支援し、住民主体の地域づくりの推進を行います。

2 SDGsの理念の普及と取り組み
　  　地域の皆さんが共に支え合い、いつまでも住み慣れた地域で暮らせるような地域づくりを行うための事

業活動を通じて、SDGsの理念の普及と目標達成に向けた取り組みを推進します。
3 第４次地域福祉活動計画の進捗管理
　  　本年度から実施する第４次地域福祉活動計画の推進について、進捗状況を確認・評価する「評価委員会」

を新たに設置します。
　  　計画の評価に当たり、本計画の策定に関わっていただいた策定委員に評価委員を依頼し、本計画と単年

度の事業計画・報告内容を照らし合わせ、客観的に評価する仕組みをつくります。

重点施策

令和４年度東広島市社会福祉協議会 事業計画・令和４年度 当初予算

令和４年度東広島市社会福祉協議会　事業計画

1.貧困をなくそう

あらゆる場所で、あらゆる形の貧困を終わら
せる
○�地域共生相談窓口（HOTけんステーション）
での相談支援
○�生活困窮者自立支援事業
○生活福祉資金等の貸付　など

8.働きがいも経済成長も

経済成長を進めながら、働きがいのある仕事
をできるようにする
○働き方改革の推進
○職員の人材育成　など

3.すべての人に健康と福祉を

あらゆる年齢の全ての人が健康で安心した生
活を送れるようにする
○地域課題の解決に向けた協議の場づくり
○住民主体による福祉活動の創出
○健康福祉まつり等の開催　など

11.住み続けられるまちづくりを

安全で災害に強く、全ての人に住みやすいまちにする
○�住民自治協議会・地区社協・地域サロン等
の活動支援
○�災害時のネットワークづくりと地域防災
リーダーの養成支援等
○権利擁護センターの運営　など

4.質の高い教育をみんなに

誰もが質の高い教育を受け、生涯にわたって
学習できるようにする
○�東広島熟年大学の開講とボランティア活動の参加促進
○�ボランティア団体や専門職等と協働した福
祉体験学習の実施　など

17.パートナーシップで
     目標を達成しよう

SDGs達成のために、行政、企業、住民たち
全員が協力し合う
○圏域ごとの関係者ネットワーク協議会の開催
○�社会福祉施設連絡協議会と他機関とのネッ
トワーク構築　など

SDGs17の目標の内、社協が取り組む６つの目標と関連する主な事業

会費収入 10,868（1.15%）

貸付事業収入 100（0.01%）
事業収入 17,098（1.79%）
負担金収入 451（0.05%）

就労支援事業収入 
4,816（0.5%）

医療事業収入 
17,361（1.82%）

受取利息配当金収入 
1,353（0.14%）

その他の収入 
1,521（0.16%）

積立資産取崩収入 
22,654（2.37%）

障害福祉サービス
等事業収入
79,038（8.28%）

基金運営事業 
1,503（0.16%）

市受託事業 
246,673
（25.83%）

県社協受託事業 
16,624（1.74%）

ボランティアセンター事業 
3,257（0.34%）

障害福祉サービス事業 
34,287（3.59%）

就労支援事業 
44,456（4.66%）

熟年大学事業 
6,197（0.65%）

訪問看護事業 
24,536（2.57%）

寄附金収入 6,805（0.71%）

経常経費
補助金収入 
175,812
（18.41%）

収入総額
954,860
（単位：千円）

支出総額
954,860
（単位：千円）

介護保険
事業収入 
264,628
（27.71%）

受託金収入 
352,355
（36.90%）

事務局運営事業
212,417

（22.24%）

地域福祉活動事業 
19,144（2.01%）

共同募金配分金事業 
6,817（0.71%）
資金貸付事業 
250（0.03%）

福祉会館等管理事業 
101,140（10.59%）

居宅介護等事業 
237,559（24.88%）
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4 第３次中期経営計画の推進
　  　①「地域福祉の中核を担う人材の育成」、②「組織運営の強化と地域から信頼される組織づくり」、③「安

定した経営と持続可能な経営基盤づくり」の３つの経営戦略及び重点計画により、職員研修体制の整備、
事務事業の効率化、財政基盤の強化などに取り組むとともに、計画の着実な推進に努めます。

5 介護保険事業の経営改善
　  　介護保険事業等の事業所経営では、より一層の効率的運営などの経営の改善に努めながら、地域から信

頼され、選ばれる事業となるよう、サービスの質の向上に努めます。

6 【拡充】地域連携ネットワークの構築と中核機関の整備
　  　地域共生社会を推進していくための基盤となる個人の権利を擁護するため、成年後見制度利用促進法に

基づく、権利擁護支援の地域連携ネットワークや中核機関の設置に向け、東広島市の中核機関等のあり方
や権利擁護が必要な方への地域課題の情報共有や支援策について市と協議します。

7 【新規】業務継続計画（BCP）の策定
　  　近年、毎年のように発生する大雨等の自然災害や一昨年から続いている新型コロナウイルスの更なる感

染拡大等に備え、有事の際においても、必要な事業やサービスが継続的に提供できる体制を構築するため、
法人運営全体及び介護保険・障害福祉サービス分野における業務継続計画（BCP）を策定します。

令和４年度東広島市社会福祉協議会 事業計画・令和４年度 当初予算
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事業区分 当初予算額 前年度当初予算 前年対比（%）

社会福祉事業 921,012 955,537 −3.61%

公 益 事 業 33,848 31,991 5.80%

合計 954,860 987,528 −3.31%

【収入の部】 【支出の部】

※内部取引金額　90,157千円は除いて掲載しています。

令
和 四 年

34円 地域サロン活動

15円 地区社協活動

28円 熟年大学・地域福祉教育

62円 あったか応援センター・福祉まつり

17円 権利擁護センター

44円 社協だより

300円 全体の6割を地区社協へ
（翌年度の地区社協活動助成金として活用）

社協は、市民の皆様と一緒になって、地域の人をひとりぼっちにさせないよう共に支え合い、安心して暮らせ
る地域づくりを推進しています。一人でも多くの市民の皆様に社協活動にご賛同いただき、社協会員として

「あったか笑顔のまちづくり」にご支援とご協力をお願いいたします。

令和３年度　社協会費の実績報告と　令和４年度　社協会員募集のお願い

●一般会費の主な使いみち（令和４年度当初予算より）
会費 500 円は…

●令和３年度実績　ご支援ありがとうございました。
会費区分 対　　　　象 年額（1口） 令和３年度実績

一般会費 市内の世帯構成員 500円 8,438,600円 16,878口

賛助会費 社会福祉事業関係者・社
会福祉団体構成員など 1,000円 935,000円 935口

特別会費 市内に事業所を有する法
人・個人など 5,000円 860,000円 172口

団体会費 社会福祉施設・社会福祉
団体など 3,000円 270,000円 90口

令和４年度 当初予算

法人全体予算�　954,860千円（前年度比�-3.31％）
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